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朝 倉 市 個 別 排 水 事 業 特 別 会 計 予 算
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第９号　議案

　

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

（ 債 務 負 担 行 為 ）

（地 方 債）

（一 時 借 入 金）

（歳出予算の流用）

平成２６年 ２ 月 ２５ 日　提出
朝倉市長　　　森　田　俊　介　　　　　

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と定める。

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次
　のとおりと定める。
　（１）　各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合にお
　　　　ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平 成 ２６ 年 度　  朝 倉 市 個 別 排 水 事 業 特 別 会 計 予 算

平成２６年度朝倉市の個別排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８５，０７３千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債
　務負担行為」による。

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び
　償還の方法は、「第３表　地方債」による。
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第１表　歳入歳出予算

     （歳        入） (単位：千円)

款 項

 1 分担金及び負担金 ８，２７９

 1 分担金 ８，２７９

 2 使用料及び手数料 １０７，６３２

 1 使用料 １０７，６２９

 2 手数料 ３

 3 国庫支出金 １５，５１３

 1 国庫補助金 １５，５１３

 4 県支出金 ４，１２１

 1 県補助金 ４，１２１

 5 財産収入 ２

 1 財産運用収入 ２

 6 繰入金 １１１，４０９

 1 繰入金 １１１，４０９

 8 諸収入 ３，５１７

 1 延滞金加算金及び過料 ２

 3 雑入 ３，５１５

 9 市債 ３４，６００

 1 市債 ３４，６００

２８５，０７３

金 額

歳 入 合 計



     （歳        出） (単位：千円)

款 項

 1 総務費 ５，９８２

 1 総務管理費 ５，９８２

 2 下水道事業費 ２４６，１９８

 1 建設事業費 ８３，２６８

 2 維持管理費 １６２，９３０

 3 基金積立金 ２

 1 基金積立金 ２

 4 公債費 ３０，８９１

 1 公債費 ３０，８９１

 5 予備費 ２，０００

 1 予備費 ２，０００

２８５，０７３

金 額

歳 出 合 計
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（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

１. 平成２６年度水洗便所等改造資金利子補給金
平 成 ２ ６ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

利用者が支払った利息（年利率５％を上
限とする）の２分の１相当額

２. 地方公営企業会計移行業務委託料
平 成 ２ ７ 年 度 か ら
平 成 ２ ８ 年 度 ま で

５，３８０

第　２　表　　債 務 負 担 行 為



（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

第 ３ 表　　地　方　債

　
１． 特 定 地 域 生 活

排 水 処 理 事 業 費
34,600

証書借入

(政府資金又は

銀行、その他)

　　年４．５％以内
(ただし､利率見直し方式
で借り入れる政府資金及
び地方公共団体金融機構
資金について､利率の見
直しを行った後において
は､当該見直し後の利率)

政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定するものによる。ただ
し、市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰上償還
若しくは低利に借換えすることがで
きる。
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平　成 ２６  年　度

朝倉市個別排水事業特別会計予算に関する説明書
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歳入歳出予算事項別明細書
１．総括

（歳　入） (単位：千円)

款

 1 分担金及び負担金 8,279 8,319 △40

 2 使用料及び手数料 107,632 99,774 7,858

 3 国庫支出金 15,513 18,957 △3,444

 4 県支出金 4,121 4,121 0

 5 財産収入 2 1 1

 6 繰入金 111,409 99,802 11,607

 8 諸収入 3,517 2,746 771

 9 市債 34,600 31,200 3,400

285,073 264,920 20,153

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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（歳　出） (単位：千円)

款

 1 総務費 5,982 5,311 671 0 0 0 5,982

 2 下水道事業費 246,198 229,315 16,883 19,634 34,600 11,799 180,165

 3 基金積立金 2 1 1 0 0 2 0

 4 公債費 30,891 28,293 2,598 0 0 0 30,891

 5 予備費 2,000 2,000 0 0 0 0 2,000

285,073 264,920 20,153 19,634 34,600 11,801 219,038歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他



２．歳入

（款）   1 分担金及び負担金 （項）   1 分担金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 個別排水処理施設分担金 8,279 8,319 △ 40  1 個別排水処理施設分担金 8,279 【都市建設部下水道課】

個別排水処理施設分担金（現年度） 8,278

個別排水処理施設分担金（過年度） 1

計 8,279 8,319 △ 40

（款）   2 使用料及び手数料 （項）   1 使用料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 個別排水処理施設使用料 107,629 99,771 7,858  1 個別排水処理施設使用料 107,629 【都市建設部下水道課】

個別排水処理施設使用料（現年度） 107,628

個別排水処理施設使用料（過年度） 1

計 107,629 99,771 7,858

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明
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（款）   2 使用料及び手数料 （項）   2 手数料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 手数料 3 3 0  1 督促手数料 1 【都市建設部下水道課】

督促手数料 1

 2 登録手数料 1 【都市建設部下水道課】

登録手数料 1

 3 諸証明促手数料 1 【都市建設部下水道課】

諸証明促手数料 1

計 3 3 0

（款）   3 国庫支出金 （項）   1 国庫補助金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 衛生費国庫補助金 15,513 18,957 △ 3,444  3 循環型社会形成推進交付 15,513 【都市建設部下水道課】

金 市設置型浄化槽設置整備交付金 15,513

計 15,513 18,957 △ 3,444

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款）   4 県支出金 （項）   1 県補助金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 県補助金 4,121 4,121 0  1 県補助金 4,121 【都市建設部下水道課】

個別排水処理施設整備事業費県補助金 4,121

計 4,121 4,121 0

（款）   5 財産収入 （項）   1 財産運用収入 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 利子及び配当金 2 1 1  1 利子及び配当金 2 【都市建設部下水道課】

個別排水処理施設整備基金利子 2

計 2 1 1

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

331 個別排水事業特別会計



332 個別排水事業特別会計

（款）   6 繰入金 （項）   1 繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 一般会計繰入金 107,062 95,689 11,373  1 一般会計繰入金（個別排 107,062 【都市建設部下水道課】

水処理施設） 職員給繰入金（個別） 19,995

施設維持管理繰入金（個別） 49,409

建設事業費繰入金（個別） 3,130

資本費繰入金（汚水） 18,534

その他一般会計繰入金（個別） 15,733

企業会計移行繰入金（個別） 261

 2 基金繰入金 4,347 4,113 234  1 基金繰入金 4,347 【都市建設部下水道課】

個別排水処理施設整備基金繰入金 4,347

計 111,409 99,802 11,607

（款）   8 諸収入 （項）   1 延滞金加算金及び過料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 延滞金 2 2 0  1 延滞金 1 【都市建設部下水道課】

個別排水処理施設使用料延滞金 1

 2 消費税還付加算金 1 【都市建設部下水道課】

消費税還付加算金 1

計 2 2 0

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款）   8 諸収入 （項）   3 雑入 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 雑入 3,515 2,744 771  1 雑入 3,515 【都市建設部下水道課】

消費税還付金 1,000

その他雑入 1

個別排水処理施設工事費個人負担金 2,514

計 3,515 2,744 771

（款）   9 市債 （項）   1 市債 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 下水道債 34,600 31,200 3,400  1 個別排水処理事業債 34,600 【都市建設部下水道課】

個別排水処理事業債 34,600

計 34,600 31,200 3,400

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明
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３．歳出

（款）   1 総務費 （項）   1 総務管理費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 一般管理費 5,982 5,311 671 5,982  9 旅費 20 【都市建設部下水道課】

11 需用費 50 一般管理費 5,982

13 委託料 5,902

19 負担金補助 10

及び交付金

計 5,982 5,311 671 5,982

（款）   2 下水道事業費 （項）   1 建設事業費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 個別排水処 83,268 71,689 11,579 19,634 34,600 10,793 18,241  2 給料 7,169 【都市建設部下水道課】

理施設事業  3 職員手当等 5,413 個別排水建設事業費 68,157

費  4 共済費 2,529

11 需用費 43

12 役務費 863

13 委託料 6,158

15 工事請負費 61,093

計 83,268 71,689 11,579 19,634 34,600 10,793 18,241

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款）   2 下水道事業費 （項）   2 維持管理費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 個別排水処 162,930 157,626 5,304 1,006 161,924  2 給料 2,300 【都市建設部下水道課】

理施設維持  3 職員手当等 1,937 個別排水維持管理事業費 158,046

管理費  4 共済費 647

11 需用費 10,640

12 役務費 1,015

13 委託料 146,391

計 162,930 157,626 5,304 1,006 161,924

（款）   3 基金積立金 （項）   1 基金積立金 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 個別排水事 2 1 1 2 0 25 積立金 2 【都市建設部下水道課】

業基金積立 個別排水事業基金積立金 2

金

計 2 1 1 2 0

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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（款）   4 公債費 （項）   1 公債費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 元金 19,264 16,726 2,538 19,264 23 償還金利子 19,264 【都市建設部下水道課】

及び割引料 個別排水処理施設公債費元金 19,264

 2 利子 11,627 11,567 60 11,627 23 償還金利子 11,627 【都市建設部下水道課】

及び割引料 個別排水処理施設公債費利子 11,627

計 30,891 28,293 2,598 30,891

（款）   5 予備費 （項）   1 予備費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 予備費 2,000 2,000 0 2,000 予備費 2,000 【都市建設部下水道課】

予備費 2,000

計 2,000 2,000 0 2,000

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



１　   一　　 般　 　職

(１)　総　　括 （単位：千円）

職 員 数
（人）

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（単位：千円）

区 分
期末・勤勉
手 当

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当
時間外勤務
手 当

休 日 勤 務
手 当

管理職員特
別勤務手当

特 殊 勤 務
手 当

退 職 手 当

本 年 度 3,416 156 0 220 294 0 1,100 80 0 0 2,084

前 年 度 3,310 432 0 90 258 0 1,200 120 0 0 1,956

比 較 106 △ 276 0 130 36 0 △ 100 △ 40 0 0 128

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

533 昇給に伴う増加分 222 平均昇給率 2.39％
昇給期別職員数 (昇給期) (職員数)

4月 3人

その他の増減分 311 異動等に伴う増減分 職員数の異動状況
（現に在職する職員数） （その他） （計）

本年度 3人 0人 3人
前年度 3人 0人 3人
増　減 0人 0人 0人
採用・退職の状況等

採用 0人 退職 0人 異動 0人

△ 16 その他の増減分 △ 16 異動等に伴う増減分

給 与 費 明 細 書

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

2,988

本 年 度 3 0 9,469 7,350 16,819

705

3,176 19,995

前 年 度 3 0 8,936 7,366 16,302

備 考

19,290

比 較 0 0 533 △ 16 517 188

給 料

職 員 手 当

職 員 手 当
の 内 訳

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説 明
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（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当たり給与   イ　初任給 （単位：円）

  ウ　級別職員数

区 分 一般行政職
区　　分 一般行政職

国の制度

平成26年1月1日現在

平均給料月額(円) 216,729 一般行政職

平均給与月額(円) 241,029 高 校 卒 144,500 140,100

平 均 年 齢 ( 歳 ) 29.7 大 学 卒 172,200 172,200

平成25年1月1日現在

平均給料月額(円) 171,633

平均給与月額(円) 182,000

平 均 年 齢 ( 歳 ) 23.4

区 分
一般行政職

職員数（人） 構成比（％）

平成26年1月１日現在

１ 級 2 66.7

２ 級 0 0.0

３ 級 0 0.0

４ 級 1 33.3

５ 級 0 0.0

６ 級 0 0.0

７ 級 0 0.0

計 3 100.0

平成25年1月1日現在

１ 級 3 100.0

２ 級 0 0.0

３ 級 0 0.0

４ 級 0 0.0

５ 級 0 0.0

６ 級 0 0.0

７ 級 0 0.0

計 3 100.0



　（級別の標準的な職務内容）

　行政職給料表級別標準職務表

職 務 の 級

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

　エ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位：月分）

区 分

支 給 率 等

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

　カ　その他の手当

区 分

扶養手当

住居手当

通勤手当

　職　　務　　の　　名　　称

　主事の職務

　主査の職務

　１　　主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　係長、保育所長及び主任主査の職務

　１　　係長、保育所長及び主任主査で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　課長補佐、次長及び参事補佐の職務

　１　　課長補佐、次長及び参事補佐で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事の職務

　１　　課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の
　　　　職務
　２　　部長及び議会事務局長の職務

　部長及び議会事務局長で相当の経験を有する者の行う職務

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考
６月 １２月

1.900 2.050 3.950 有

1.900 2.050 3.950 有

1.900 2.050 3.950 有

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等 備　　考

28.7875 38.955 55.86 55.86 定年前早期退職特例措置
（2～20％加算）

27.025 36.57 52.44 52.44 定年前早期退職特例措置
（3～45％加算）

国の制度との異同 差異の内容

同

異 自宅に係る住居手当について異なる

異 通勤距離に応じた金額について異なる
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他
 1

平成２４年度から 平成２６年度から
5,231 12,185 12,185

平成２５年度まで 平成２７年度まで

 2.
平成２６年度から

－　 －　 限度額に同じ 限度額に同じ
平成３１年度まで

 3.
平成２６年度から

－　 －　 限度額に同じ 限度額に同じ
平成３２年度まで

 4.
平成２７年度から

－　 －　 5,380 5,380
平成２８年度まで

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

平成２６年度水洗便
所等改造資金利子補
給金
（平成２６年度）

利用者が支払った
利息（年利率５％
を上限とする）の
２分の１相当額

窓口業務等委託
（平成２４年度）

17,416

平成２５年度水洗便
所等改造資金利子補
給金
（平成２５年度）

利用者が支払った
利息（年利率５％
を上限とする）の
２分の１相当額

地方公営企業会計移
行業務委託料
（平成２６年度） 5,380

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支
出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
支 出 （ 見 込 ） 額



（単位：千円）

当該年度中起債
見 込 額

当該年度中元金
償 還 見 込 額

1. 特 定 地 域 生 活 排 水
処 理 施 設 事 業 債

577,299 591,773 34,600 19,264 607,109

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分
前 前 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
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